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はじめに

目下，国際通商法秩序を揺るがす最大の要素

は，現在「米国第一主義」の下で展開される米

国通商政策である。「米国第一主義」とは，字

義通り解釈すれば，米国が，覇権国として国際

公共財の提供を通じて国際秩序の安定に深く関

与する方針を放棄することを意味すると理解さ

れる。「米国第一主義」のうち，単なるレトリッ

クを超えて現実化している代表例は通商政策で

ある。全ての加盟国に等しく適用される国際法

に支えられた自由貿易体制は，覇権国が国際社

会に提供する「公共財」の典型として挙げるに

相応しい。覇権国が優越的地位を濫用せず国際

規範枠内で行動することで非覇権国が当該覇権

の正当性，即ち覇権国の権威を認め，自らも制

度の枠内で行動し国際秩序が安定化する，とい

う「覇権安定論」の考え方は，GATT を含む

ブレトンウッズ体制が戦後の国際政治安定化に

果たしてきた役割にインスパイアされたと言っ

ても過言ではないだろう1)。
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Ⅰ 米通商政策の展開

：覇権国としての意思の喪失？

それでは，今般米国のいかなる行動が，「公

共財」たる国際通商法秩序を毀損しつつあるの

か，具体的に見てみよう。

まず，WTO上級委員会委員の選任手続に対

する非協力的態度を取り続けていることが挙げ

られる。同選考過程の停滞により上級委員会に

欠員が生じ，WTOが擁する紛争解決メカニズ

ムが甚大な不全を来している。上級委員会は

WTO紛争解決システムの「最高裁」に相当す

るが，定員 7名のところ 4名空席で 3名のみと

なっている。しかも，現在の選任手続の機能不

全が継続すると，今年末にはうち 2名が任期切

れとなり残り 1名のみという事態となる。米国

の姿勢は，WTO紛争解決システムに対する強

い不満の表明である。米国の本質的な不満は，

特に上級委員会の「司法積極主義」に向けられ

たものである。米国の主張は，WTO協定の条

文は加盟国が困難な交渉の結果故意に曖昧にし

ているものも多いにも関わらず，そのような

「建設的曖昧さ」を無視して，条文文言にも交

渉経緯にも存在しない意味を条文解釈の過程で

読み込み空白を埋めようとする過度の司法介入

が，加盟国の交渉の成果である WTO 協定に

刻まれた加盟国の権利義務を変更している，と

いうものである2)。これは一見尤もな主張のよ

うにも思えるが，国際社会における「法の支

配」とは何かという根本問題と関わる非常に難

しい問題である。なお，WTO加盟国の殆どは

米国とは異なる立場を取っている。協定交渉は

政治プロセスであり，加盟国の政治力の差が如

実に表れる世界である。特に WTO 協定を合

意した 1994 年時点は，冷戦後の「米国一極支

配」と言われた時期であった。ほとんどの加盟

国は，このパワーに基づく（power-based）交

渉で立法されたWTO協定の規律内容を，ルー

ルに基づく（rule-based）仕組み，即ちWTO

の紛争解決システムを駆使して司法的に是正し

ていこう，と考えたのであった。

もう一つの例は，通商拡大法第 232 条に基づ

く鉄鋼・アルミニウム輸入に対する追加関税賦

課である。同 232 条は国家安全保障を理由とす

る輸入規制を行政府に授権する米国連邦法であ

るが，米国は昨年 3 月，同法に基づき日本，

EU，中国等広範囲の国々からの鉄鋼・アルミ

ニウム輸入に対して各々 25％，10％の追加関

税を賦課した。国家安全保障を理由とした輸入

制限は，WTO協定上許容されているものの，

濫用の危険性を懸念して加盟国はそのような正

当化事由の発動を控えてきた。WTO協定は，

環境や公衆衛生等国内政策目的の輸入規制を，

GATT第 20条に定められた条件の下に認めて

いるが，その条件該当性は，WTO紛争解決シ

ステムで法的に判断される。一方，国家安全保

障例外はGATT第 21 条に規定されているが，

条件該当性は当の規制発動国自身が判断できる

と定めているようにも読める3)。貿易自由化と

国家安全保障の関係は，通商法の司法判断に馴

染まないが故に，同条文の発動による自国措置

の正当化を加盟国は皆自己抑制してきた。米国

の今回の 232 条発動及び GATT 第 21 条に基

づく正当化は，このような不文律からの逸脱で

あり，特に鉄鋼・アルミニウム輸入が何故国家

安全保障に関係するのか明らかではないことも

考慮すると，現行国際通商法秩序の安定性を大

きく揺るがす事態である（なお，米国の個々の

主張の中には，合理的なものもあると筆者は考
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える。中国の知財侵害，強制技術移転要求，国

有企業に対する補助金措置の存在といった米国

の主張は，先進国側が概ね共有するところであ

る）。

今般の米国の通商外交政策は，どのような背

景事情で生じたのであろうか。筆者は，「アイ

デンティティ政治」の台頭が上記のような米国

通商外交を導いた，という側面が少なくないと

思料する。「覇権安定論」の基盤となる発想を

初めて唱えたチャールズ・キンドルバーガー

は，第一次世界大戦以前の国際経済は，英国が

リーダーシップを発揮する能力も意思もあった

ため安定化されたが，大恐慌の際には，英国は

能力が，米国は意思がそれぞれ欠けていたため

大恐慌が悪化した，と喝破した4)。即ち，国際

経済システムの安定化には，覇権国がリーダー

シップを発揮する能力も意思も有している必要

がある訳だが，トランプ氏を大統領として選ん

だ米国は，覇権安定の能力はともかく，少なく

ともその意思は持たないという判断を，同国の

民主主義的手続が下したということであろう。

Ⅱ アイデンティティ政治の台頭

：米通商外交の背景

米国歴史学者であるウォルター・ラッセル・

ミードは，トランプの大統領選挙勝利の背景に

あるダイナミズムを，白人がエリートとマイノ

リティから自らの国を奪還する「ジャクソニア

ンの反乱（Jacksonian Revolt）」であると述べ

ている5)。ミードによると，米国の外交政策に

は四つの潮流があり，これらの相互作用で時の

外交政策が決まるとする。国内外における米国

企業の繁栄の促進を重視する「ハミルトニア

ン」，米国の価値観を世界に広める道徳的義務

かつ実践的利害があるとする「ウィルソニア

ン」，国内での民主主義の維持が最も優先され

るとする「ジェファソニアン」，そして，名誉

心，独立心，勇猛心，軍の誇りといった米国民

の精神，ポピュリズムと大衆文化を代表する

「ジャクソニアン」であるが，ジャクソニアン

は長らく傍流に押しやられていた6)。ジャクソ

ニアンの台頭は，アイデンティティ政治，「白

人ナショナリズム」の台頭である7)。

国際政治学者のフランシス・フクヤマも，最

新著『アイデンティティ』で，トランプ大統領

を誕生させた米国ナショナリズムの主要因の一

つは白人労働者階級の「自分は（エリート達の）

視界外に置かれているという認識（perception

of invisibility）」である可能性を指摘する。白

人労働者の苦境は元々は経済的苦境であった

が，それは経済的物質的な剥奪ではなくアイデ

ンティティの剥奪と捉えられた。このため，白

人労働者の苦境は，経済階級に関する思想を基

盤とした伝統的左派ではなく，ナショナリズム

や宗教的右派の下に集まることとなった8)。フ

クヤマは，「ティーモス」（Thymos）という，人

間の精神のうち他者からの認知（recognition）

を求める部分を重視する。これがナショナリズ

ムや宗教の基盤になっているが，こうした観念

的な要素は，物質的な自己利益にのみ注視して

きた現代経済学においては，効用として殆ど視

野に入れられてこなかったと指摘する9)。

貿易経済学者のジーン・グロスマンとエルハ

ナン・ヘルプマンは，今般のトランプ現象を説

明するものではないがと断りつつも，アイデン

ティティ政治の時代においては，国民の貿易政

策の選好が，物質的効用のみではなく心理社会

的効用によっても左右されると考えるべき，と

指摘する。上記のフクヤマと同じ問題意識であ
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る。特に，今般の「ポピュリスト革命」では，

労働者が（エリートも同居する）国家全体に対

する帰属意識を喪失し，労働者グループのみに

帰属意識を有するというアイデンティティ意識

変化が生じた，と仮説を立てた上で，特にエ

リートの割合が十分小規模である場合には，労

働者は合理的判断として関税引き上げを選好す

る，と主張する10)。彼らの主張は，アイデン

ティティ政治が貿易政策に影響を与える際の機

序の一つのモデルを提供したに過ぎない。しか

し，アイデンティティ政治がトランプ政権下で

の米通商外交の背景との理解が学問分野を超え

て共有されていることが窺える。

様々な国際法秩序の中でも最も成功した例と

して賞賛されてきた国際通商法秩序が，何故ア

イデンティティ政治の台頭に伴い脆弱性を晒す

事態になってしまったのだろうか。筆者は，こ

の背景には，「国際法秩序に対する過剰期待」

があったと考える。国際法の主要分野として

は，通商の他，安全保障，領域，環境，人権が

挙げられるが，いずれの分野と比較しても国際

法の実効性が最も担保されているのは通商と

いっても過言ではない。GATT時代とは異な

り，WTOでは紛争解決システムが加盟国間の

紛争に対して事実上の強制管轄権を持つ，即ち

パネル（下級審に相当）や上級委員会の設置と

同報告書の採択，そして敗訴国が判決不順守の

場合の対抗措置発動許可は，加盟国のコンセン

サスを不要とする自動化された手続となり，国

際法においては群を抜いて「司法化」が実現し

た法分野と称賛された。しかし，この通商法の

偉業は，比較優位原則に支持された，貿易自由

化により全ての関係国が経済的利益を得るとい

う，功利主義的動機が広く共有されたが故で

あった。国際法が定立され順守される動機は，

国際法学，国際関係論を問わず長年に取り組ん

できた難問であるが，少なくとも法分野によっ

て，大きく分けて（現実主義的）利益ドリブン

（ interest-driven）と規範ドリブン（norm-

driven）の二種類があると考えられている11)。

前者の典型は通商であり後者の典型は人権であ

ろう。通商分野の国際法は，経済成長という現

実主義的利益の獲得に対する強い期待が推進力

となって，いわゆる「司法化」を他の法分野に

先駆けて実現することが出来たのである。それ

が昨今，国際社会におけるアイデンティティ政

治の台頭に伴い，現実主義的利益への期待を基

盤に構築してきた国際通商法秩序が，その脆弱

性を露呈したのではなかろうか。

このように，アイデンティティ政治という，

（物質的）功利主義を超えた観念的動因が寄与

して不安定化の方向に向かう国際通商法秩序を

再構築するためには，中長期的には，これまで

のようにその定立・順守の基盤を現実主義的利

益のみに依存するのではなく，人権や持続可能

性の分野のように「規範性」によっても基礎付

けられる方向に国際通商法秩序を作り替えてい

かなければならないだろう。即ち，「貿易する

権利」とでも言うべき規範観念を立憲主義的に

位置づける企てを長期的には進めていく以外に

根本的な解決策はなさそうに思われる。筆者

は，貿易が実際に東アジア地域を始めとする多

くの途上国の飛躍的経済成長に貢献したこと，

そして，世銀や WTO12) によれば，その他の

地域において貿易円滑化等適切な政策を講じれ

ば同様の展開が見込まれることを踏まえれば，

それは不可能な企てではないように思われる。

但し，その場合には，「貿易」とは，単なる経

済的行為ではなく，持続可能性や包摂性といっ

た社会政策的価値も取り込んだ統合的観念に変
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化していくのかも知れない。

Ⅲ 「権威の真空」時代における

国際通商法秩序の再構築へ

今般，米国が覇権国としてリーダーシップを

発揮する意思を喪失しつつある状況，即ち「権

威の真空」が発生しつつある状況下では，別の

処から権威を持ってくる，あるいは創造しなけ

ればならない。権威の所在は，覇権国である必

要もなければ，主権国家である必要すらないの

かも知れない13)。ネオリベラリストのロバー

ト・コへインらは，覇権安定論の延長線上で，

個別国家は利益を重視するため，「期待の収斂

を調整する制度」，即ち「レジーム」を構築す

ることが出来，その場合，覇権国がなくなって

も国際秩序安定が可能である，と主張した14)。

1970年代のニクソン・ショックに象徴される

米国の覇権後退とも目される現象に直面し登場

した考え方であるが，レジーム論の妥当性は，

米国がいよいよ覇権の意思を喪失したかも知れ

ない現在でこそ，試されるのかも知れない。

但し，レジーム論の思考枠組を伝統的な形態

のままで国際通商法秩序の再構築に役立てるに

は，二点修正が必要となるように思われる。一

つは，レジーム論は，元々アクターの利益を現

実主義的物質的利益に焦点を当てて捉えてお

り，観念的規範的な利益を十分視野に入れてい

ない15)。もう一つは，国際政治のアクターを

主権国家中心で捉えており，非国家主体の台頭

等 21世紀の実態を十分に踏まえていない16)。

1990年代以降，グローバルガバナンスにおける

非国家主体の台頭，即ち，企業，NGO，学者

等を主要なアクターとする，国境を超えるガバ

ナンス，即ち「トランスナショナル・ガバナン

ス」の台頭という現象が顕著になってきた17)。

このような統治形態は，特に持続可能な開発の

分野で顕著であり，主としてソフトローと呼ぶ

べき規範を駆使し，主権国家とは異なる根拠を

基に権威を持ちつつある。ソフトローの中に

は，持続可能な開発目標（SDGs）やビジネス

と人権原則，OECD多国籍企業ガイドライン，

ISO26000等々国際社会において大きな影響力

を発揮する規範も出現している。また，レジー

ム論に対する一種の修正的な思考枠組みとし

て，知識の拡散や政策決定への影響力行使を行

う専門家の共同体としての「知識共同体

（Epistemic Community）」という概念が，国際

政治アクターの利害は，物質的利益のみならず

アイデンティティや規範等の観念的利益も含ま

れ，これらは社会的に構築されると主張する構

成主義者（ジョン・ラギー，ピーター・ハース

ら）により提唱されているのは注目される18)。

Ⅳ CPTPPが示唆する日本の

主導的役割

国際通商法秩序の再構築に向けたわが国の取

るべき方策は，覇権国に代わる権威の構築と

「貿易の規範化」に向けた共同行動を世界各国

に促すことである。具体的な処方箋について考

えてみよう。現在，わが国の最重要通商課題の

一つは CPTPP の拡大深化であるが，既に

CPTPPには，国際通商法として，比較優位原

則のみに基盤を置くのではなく，「貿易の規範

化」の方向に向かう萌芽が見られる。一つは，

CPTPPには，初めて中小企業に焦点を当てた

章が設けられている（第 24章）19) ことが指摘

できる。実は，これは貿易理論の新潮流と関係

している。貿易理論は，伝統的には，国家間の
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貿易の利益を明快に説明した比較優位原則を軸

としており，国際通商法秩序も基本的にはこの

思想に立脚してきたが，近年では，国家単位で

はなく企業単位の視点で貿易の利益を証明する

新貿易理論，更には新々貿易理論が登場してい

る。この理論によれば，貿易に従事する企業と

そうでない企業の間には生産性に差異があり，

かつ大企業に比べると中小企業が貿易に従事す

る割合が小さい。それは，輸出に要する固定費

用が「輸出閾値」となってのし掛かってくるた

めである20)。これを是正するために中小企業

の輸出支援という政策が正当化され21)，その

視点を通商協定に盛り込む発想が近年の潮流と

なった。貿易を，比較優位原則という国家間の

視点ではなく，企業というミクロのユニットを

通商法に位置づける認識枠組の登場は，「貿易

をする権利」という観念に繋がる萌芽ともいえ

ると筆者は考える。

また，CPTPPが，単に比較優位原則に基づ

き貿易を促進するための協定ではないことは，

独立した「環境章」（第 20章）を設けたことか

らも窺える。しかも，同章は，環境と貿易の相

互補完促進，多国間環境協定の遵守，オゾン層

の保護，企業の社会的責任（CSR）等に関する

一般的な規定のみならず，いわゆる IUU（違

法・無報告・無規制）漁業を助長する補助金の

禁止といった，持続可能性に関する強い規律も

設けられている。環境章という発想は元々米国

が推進したものである22) が，米国脱退後の

CPTPPでも加盟国がこれを推進したことは，

規範意識の拡散の一例として注目すべきであ

る。今後，中小企業章や環境章等「21世紀型」

の規範を擁する CPTPPは，その拡大深化の課

程で NGO 等非国家主体も含む「知識共同体」

の規範形成過程への参画という現象も伴いなが

ら，アジア太平洋地域の国際通商法秩序を，

「貿易の規範化」という方向に発展させていく

可能性がある。わが国はこれまで近代化の途を

歩んできた延長線上で，国連における持続可能

な開発目標（SDGs）等，国際論壇で育まれた

持続可能性や人権といった価値も糧にしつつ，

国際通商法秩序の再構築に必要な権威や規範の

創造プロセスを更に進めていくべきであろう。
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